
厚生労働省の社会保障審議会介護給付費
分科会（座長＝田中滋・埼玉県立大理事
長）が３月１６日に開かれ、２０２１年
度の介護報酬改定に向けた議論を始めた。
今後、月２回程度開かれ、年内に審議報
告をまとめる。委員からは「人材確保」
「ロボット、ＩＣＴ（情報通信技術）」
「アウトカム評価」に関する意見が目
立った。
分科会では、秋までに共通事項、各サー
ビスの論点について、関係者ヒアリング
も含めて一通り議論した後、年末までに
具体的な方向性を固める。２１年度から
の各サービスの報酬単価は、政府におけ
る年末の予算編成過程で決まる全体の報
酬改定率を受けて、年明けに決定する予
定。
厚労省は同日、主な論点として、
（１）地域包括ケアシステムの推進
（２）自立支援・重度化防止の推進
（３）介護人材の確保・介護現場の革新
（４）制度の安定性・持続可能性の確保
――を挙げた。

介護報酬改定に向け議論開始
制度の持続性確保が焦点に
〈厚労省〉

分科会の前回（１７年１２月）の審議報
告と似た内容が並んだが、今回は、団塊
世代が後期高齢者となる２５年と、高齢
化のピークを迎える４０年も見据え、制
度の持続性を確保することが焦点の一つ
となる。

委員の発言で多かったのは人材確保につ
いて。「介護従事者の処遇改善を図るた
めに報酬を強化してほしい」（全国市長
会の大西秀人委員）、「処遇改善加算が
給与にきちんと反映されているか検証が
必要」（全国健康保険協会の安藤伸樹委
員）といった意見があった。
また、ロボット、ＩＣＴの一層の活用を
求める発言も多く、「ＩＣＴ化を制度全
体に広げてほしい」（日本経済団体連合
会の井上隆委員）、「サービスの向上の
みならず効率的なサービス提供につなげ
る視点も含めて検討すべき」（健康保険
組合連合会の河本滋史委員）などの指摘
があった。
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岐阜県福祉のまちづくり推進協議会 担当：苅谷
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※尚、今後このようなご案内が不要な場合は、右の欄にチェックを入れて
0575-24-5733迄ご返信をお願い致します。

～介護ビジネス研究会のご案内～

介護ビジネス研究会

医療・介護・障がい福祉の経営者(幹部)のための
隔月勉強会です。特別セミナーと勉強会を基本と
する経営塾です。経営者様が抱える問題・疑問
及び、他社はどのようにして解決しているのかを共有
することで、自社のみならず、スタッフ・利用者・家族、
地域にとっても有益な情報をご提供して参ります。
次回の開催は6月30日「小濱道博先生による
特別セミナー」です。開催が近づきましたらDMで
お知らせいたします。是非ご参加ください。
ホームページでも随時
情報を更新しております。


